
太平洋セメント株式会社

第21回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連結株主資本等変動計算書
連　 結　 注　 記　 表
株主資本等変動計算書
個　 別　 注　 記　 表

（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

上記の事項については、法令および当社定款第16条の規定に基づき、インター
ネット上の当社ウェブサイト（http://www.taiheiyo-cement.co.jp）に掲載
することにより株主の皆様に提供しております。
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連結株主資本等変動計算書
（単位：百万円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 86,174 60,339 260,016 △� 10,947 395,582
連結会計年度中の変動額
非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動 69 69

剰余金の配当 △� 9,909 △� 9,909
親会社株主に帰属する当期純利益 43,452 43,452
自己株式の取得 △� 5,134 △� 5,134
自己株式の処分 0 0 0
連結子会社と非連結子会社との
合併による増減 △� 53 △� 53

米国税制改正による利益剰余金の調整額 759 759
株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 ― 69 34,249 △� 5,134 29,185
当期末残高 86,174 60,408 294,265 △� 16,081 424,767

その他の包括利益累計額
非支配株主
持分 純資産合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る
調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 10,941 1 5,057 △�16,201 △� 111 △� 313 37,058 432,326
連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　
非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動 　 　 　 　 　 　 　 69

剰余金の配当 　 　 　 　 　 　 　 △� 9,909
親会社株主に帰属する当期純利益 　 　 　 　 　 　 　 43,452
自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　 △� 5,134
自己株式の処分 　 　 　 　 　 　 　 0
連結子会社と非連結子会社との
合併による増減 △� 53

米国税制改正による利益剰余金の調整額 759
株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） △� 2,252 △� 4 △� 37 △� 3,927 △� 3,521 △� 9,744 △� 1,122 △�10,866

連結会計年度中の変動額合計 △� 2,252 △� 4 △� 37 △� 3,927 △� 3,521 △� 9,744 △� 1,122 18,318
当期末残高 8,688 △� 3 5,019 △�20,128 △� 3,632 △�10,057 35,935 450,645

（自�2018年４月１日�至�2019年３月31日）
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連結注記表
１．�連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関す
る注記等

（1）連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の数および主要な連結子会社の名称

連結子会社の数　　　　　　　　　　　119社
主要な連結子会社の名称
　主要な連結子会社は㈱デイ・シイ、クリオン
㈱、明星セメント㈱、太平洋マテリアル㈱、カ
ルポルトランド㈱、江南－小野田水泥有限公
司、秦皇島浅野水泥有限公司、大連小野田水泥
有限公司、ギソンセメントコーポレーション、
タイヘイヨウセメントフィリピンズ㈱である。
　なお、横浜太平洋生コン㈱他１社は清算結了
により、深圳海星小野田物流発展有限公司は持
分譲渡により、堺レミコン㈱は当社の連結子会
社である大阪アサノコンクリート㈱を存続会社
とする吸収合併により消滅したため、連結の範
囲から除外している。

②　主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称
　主要な非連結子会社はタイヘイヨウシンガポー
ル㈱、太平洋サービス㈱である。

連結の範囲から除いた理由
　非連結子会社はいずれも小規模会社で、かつ合
計の総資産、売上高、当期純損益および利益剰余
金等の持分額はいずれも連結計算書類に重要な影響
を及ぼしていないため、連結の範囲から除外している。

（2）持分法の適用に関する事項
①　�持分法を適用した非連結子会社および関連会社の数お
よび主要な会社等の名称
持分法を適用した非連結子会社の数　　６社
主要な会社等の名称
　主要な持分法適用非連結子会社はタイヘイヨ
ウシンガポール㈱である。

持分法を適用した関連会社の数　　　　37社
主要な会社等の名称
　主要な持分法適用関連会社は奥多摩工業㈱、

㈱エーアンドエーマテリアル、㈱富士ピー・エ
ス、屋久島電工㈱、秩父鉄道㈱、東�海運㈱で
ある。

　なお、持分法適用会社の異動は以下のとおりであ
る。モアヘッド㈱、冀東太平洋（北京）環保工程技
術有限公司は清算結了により、持分法適用の範囲か
ら除外している。

②　�持分法を適用しない非連結子会社および関連会社の名
称等
主要な会社等の名称
（非連結子会社）
　持分法を適用しない非連結子会社は太平洋サー
ビス㈱他66社である。
（関連会社）
　持分法を適用しない関連会社はセメントターミ
ナル㈱他65社である。
持分法を適用していない理由
　持分法を適用していない非連結子会社および関
連会社は、各社の当期純損益、利益剰余金等の持
分額はいずれも連結計算書類に与える影響が軽微
な会社であるため、それぞれ持分法適用の範囲か
ら除外している。

③　持分法の適用の手続について特に記載すべき事項
　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異
なる会社については、各社の直近の事業年度に係る
計算書類を使用している。

（3）会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準および評価方法
イ．その他有価証券
ａ．時価のあるもの

当社および一部の連結子会社は、期末日前１ヶ
月の市場価格等の平均に基づく時価法
（�評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）

ｂ．時価のないもの
移動平均法による原価法
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ロ．デリバティブ
時価法

ハ．たな卸資産
主として移動平均法による原価法（収益性の低下
による簿価切下げの方法）
ただし、未成工事支出金については個別法
なお、米国の連結子会社は、総平均法に基づく低
価法

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

　当社および国内連結子会社は定率法を、また在
外連結子会社は定額法を採用している。
　ただし、当社および国内連結子会社は1998年
４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属
設備および構築物については定額法によっている。
　なお、主な耐用年数は次のとおりである。
建物及び構築物� 10年～75年
機械装置及び運搬具� 4年～15年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
　ただし、ソフトウェアについては、社内における
利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用してい
る。

ハ．リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価
保証がある場合は、残価保証額）とする定額法

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

　当社および国内連結子会社は一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を勘案し、回収不能
見込額を計上している。また在外連結子会社は主
として特定の債権について回収不能見込額を計上
している。

ロ．賞与引当金
　当社および国内連結子会社は従業員に対して支
給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当
連結会計年度負担額を計上している。

ハ．役員退職慰労引当金
　一部の連結子会社は役員の退職慰労金の支出に
備えて、内規に基づく期末要支給額の全額を計上
している。

④　完成工事高の計上基準
　完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進
捗部分について成果の確実性が認められる工事につ
いては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価
比例法）を、その他の工事については工事完成基準
を適用している。

⑤　�重要な外貨建ての資産または負債の本邦通貨への換算
の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相
場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
している。なお、在外連結子会社の資産および負債
は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、収益および費用は期中平均相場により円貨に換
算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整
勘定および非支配株主持分に含めて計上している。

⑥　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用している。なお、振当処
理の要件を満たしている通貨スワップについては
振当処理を、特例処理の要件を満たしている金利
スワップについては特例処理を採用している。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段
　ヘッジ手段として、金利スワップ取引、通貨
スワップ取引、原燃料スワップ取引、金利オプ
ション取引、通貨オプション取引、原燃料オプ
ション取引および為替予約取引を行っている。
ヘッジ対象
　ヘッジ対象は、借入金、社債および原燃料等
としている。

ハ．ヘッジ方針
　ヘッジ会計の方針は、ヘッジ対象の金利・為替
および原燃料価格の変動をヘッジすることを目的
としたもの、およびそのヘッジ解消を目的とした
ものに限るものとしている。
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ニ．ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ対象およびヘッジ手段について、毎決算
期末に個別取引ごとのヘッジ効果を検証している
が、ヘッジ対象とヘッジ手段の元本、利率および
期間等の重要な条件が同一である場合には、本検
証を省略することとしている。

⑦　のれんの償却方法および償却期間
　のれんは、発生年度より実質的判断による年数の
見積りが可能なものはその見積り年数で、金額が僅
少なものについては、原因分析を行わず発生年度に
全額償却している。

⑧　退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備え
るため、当連結会計年度末における見込額に基づ
き、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を
計上している。
　数理計算上の差異および過去勤務費用について
は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一
定の年数（主として10年）による定額法により按
分した額をそれぞれ前者は発生の翌連結会計年度か
ら、後者は発生連結会計年度から費用処理すること
としている。
　未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費
用については、税効果を調整の上、純資産の部にお
けるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整
累計額に計上している。なお、年金資産の額が退職
給付債務の額を超過している場合は、退職給付に係
る資産に計上している。

⑨　消費税等の会計処理
　税抜方式によっている。
　なお、在外連結子会社については該当がない。

⑩�　当連結計算書類は、金額は百万円未満を切り捨てて表
示している。

（4）会計方針の変更
　米国会計基準を採用している在外の連結子会社にお
いて、「損益計算書－包括利益（トピック220）」（米
国財務会計基準審議会会計基準アップデート（ASU）
第2018-02号　2018年２月14日）を当連結会計年度
から早期適用している。これに伴い、2017年の税制

改革法に基づく税率変更に関連して、従来純損益で認
識していた繰延税金資産および繰延税金負債の再評価
の影響額をその他の包括利益累計額から利益剰余金に
組み替えている。
　この結果、当連結会計年度末において、その他の包
括利益累計額が759百万円減少し、利益剰余金が759
百万円増加している。なお、当連結会計年度の連結損
益計算書および１株当たり情報への影響額はない。

（5）表示方法の変更
連結貸借対照表
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業
会計基準第28号　平成30年２月16日）に伴う、「会
社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省
令」（法務省令第５号　平成30年３月26日）を当連結
会計年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資
産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に
表示している。
連結損益計算書
　前連結会計年度において「営業外費用」の「その他」
に含めていた「たな卸資産処分損」は、重要性が増し
たため、当連結会計年度においては区分掲記している。

２．連結貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産および担保に係る債務
①　担保に供している資産

現金及び預金� 653百万円
有形固定資産� 35,326百万円
無形固定資産� 790百万円
投資有価証券� 97百万円
投資その他の資産　その他� 1,728百万円
計� 38,596百万円

②　担保に係る債務
支払手形及び買掛金� 5,492百万円
手形割引� 13百万円
短期借入金� 6,384百万円
その他流動負債� 3百万円
長期借入金� 4,806百万円
その他固定負債� 45百万円
計� 16,746百万円

010_0639510091906.indd   4 2019/05/24   17:01:07



5

（2）有形固定資産に係る減価償却累計額� 1,160,135百万円
（3）保証債務

銀行等からの借入金に対する保証� 1,290百万円
生コンクリート協同組合等からの
商品仕入債務に対する保証� 1,942百万円

（4）受取手形割引高� 2,052百万円
受取手形裏書譲渡高� 1,088百万円
電子記録債権割引高� 164百万円

（5）期末日満期手形
　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日
をもって決済処理している。
　なお、連結会計年度末日が金融機関の休日であった
ため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれてい
る。
受取手形� 10,768百万円
電子記録債権� 2,041百万円
支払手形� 4,474百万円
設備支払手形� 132百万円
電子記録債務� 1,683百万円

（6）土地の再評価
　当社持分法適用関連会社である㈱エーアンドエーマ
テリアル、秩父鉄道㈱において、土地の再評価に関す
る法律（平成10年3月31日公布　法律第34号）およ
び土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律
（平成11年3月31日改正）に基づき、事業用土地の再
評価を行っている。評価差額については、当該評価差
額に係る当社持分額を「土地再評価差額金」として純
資産の部に計上している。

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度末の発行済株式の種類および総数

普通株式� 127,140,278株

（2）配当に関する事項
①　配当金支払額

決議 株式の
種類

配当金の
総額

（百万円）
１株当たり
配当額 基準日 効力

発生日

2018年
６月28日
定時株主
総会

普通株式 3,722
（注）1 30円00銭 2018年

３月31日
2018年
６月29日

2018年
11月８日
取締役会

普通株式 6,203
（注）2

50円00銭
（注）3

2018年
９月30日

2018年
12月４日

（注）1．�連結子会社が所有している自己株式に係る配当金６百
万円を含む。

2．�連結子会社が所有している自己株式に係る配当金10
百万円を含む。

3．�2018年11月８日取締役会による１株当たり配当額に
は、創立20周年記念配当20円を含む。

②　�基準日が当連結会計年度末に属する配当のうち、配当
の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関
する事項を次のとおり予定している。
配当金の総額� 3,681百万円
１株当たり配当額� 30円00銭
基準日� 2019年３月31日
効力発生日� 2019年６月28日
　なお、配当原資については、利益剰余金とするこ
とを予定している。
　配当金の総額には、連結子会社が所有している自
己株式に係る配当金６百万円を含む。

③　�当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日
が到来していないものを除く）の目的となる株式の種
類および数
該当事項はない。

４．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金
等に限定し、また、資金調達については主に銀行借入
および社債によっている。デリバティブ取引は、将来
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の為替・金利および原燃料価格の変動によるリスク回
避を目的としており、投機的な取引は行っていない。
　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権
は、顧客の信用リスクに晒されているが、各担当部が
取引先の財務状況等を定期的に把握し、取引先ごとに
期日および残高を管理し、回収懸念の早期把握や軽減
を図っている。また、輸出取引に関する外貨建ての営
業債権は、為替の変動リスクに晒されている。投資有
価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であ
り、市場価格の変動リスクに晒されている。
　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務
は、１年以内の支払期日である。原燃料仕入の一部に
ついては、原燃料の為替および価格の変動リスクを抑
制するためにデリバティブ取引（為替予約取引および
原燃料スワップ取引）をヘッジ手段として利用してい
る。借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る
資金調達であり、長期借入金および社債は主に設備投
資に係る資金調達である。一部の長期借入金には財務
制限条項が付されており、資金調達に係る流動性リス
クに影響を及ぼす可能性がある。変動金利の借入金は、
金利の変動リスクに晒されているが、このうち長期の
ものの一部については、支払金利の変動リスクを回避
し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデ
リバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段と
して利用している。また、外貨建ての借入金は、為替
の変動リスクに晒されているが、このうち長期のもの
の一部については、為替の変動リスクを回避するため
に、個別契約ごとにデリバティブ取引（通貨スワップ
取引）をヘッジ手段として利用している。

（2）金融商品の時価等に関する事項
　2019年３月31日（当期の連結決算日）における連
結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につい
ては、次のとおりである。

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額 時価 差額

①　現金及び預金 56,561 56,561 ―

②　受取手形及び売掛金 180,535 180,535 ―

③　電子記録債権 12,998 12,998 ―

④　投資有価証券 41,746 35,538 △6,208

資産計 291,842 285,634 △6,208

⑤　支払手形及び買掛金 96,275 96,275 ―

⑥　電子記録債務 8,716 8,716 ―

⑦　短期借入金 80,410 80,410 ―

⑧　コマーシャル・ペーパー 4,000 4,000 ―

⑨　社債 40,000 40,015 15

⑩　長期借入金 155,204 155,143 △61

負債計 384,607 384,561 △46

⑪　デリバティブ取引（※） （46） （46） ―

（※）�デリバティブ取引によって生じた正味の債務は（　）で
表示している。

（注）1．�金融商品の時価の算定方法並びに有価証券およびデリ
バティブ取引に関する事項
①　現金及び預金、②　受取手形及び売掛金、③　電
子記録債権
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額
にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。
④　投資有価証券
これらの時価については、市場価格によっている。
⑤　支払手形及び買掛金、⑥　電子記録債務、⑦　短
期借入金、⑧　コマーシャル・ペーパー
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額
にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。
⑨　社債
元利金の合計額を信用リスクを加味した利率で割り引
いて算定する方法によっている。また、一年以内に償
還予定の社債は、社債に含めて時価を表示している。
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⑩　長期借入金
元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想
定される利率で割り引いて算定する方法によってい
る。また、１年内返済予定の長期借入金は、長期借
入金に含めて時価を表示している。長期借入金の一
部については通貨スワップの振当処理および金利ス
ワップの特例処理の対象とされており（下記⑪参
照）、当該通貨スワップおよび金利スワップと一体
として処理された元利金の合計額を、同様の借入を
行った場合に適用される合理的に見積もられる利率
で割り引いて算定する方法によっている。

⑪　デリバティブ取引
デリバティブ取引の時価は、取引先の金融機関から
提示された価格等に基づき算定している。なお、通
貨スワップの振当処理および金利スワップの特例処
理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入
金と一体として処理されているため、その時価は、
当該長期借入金に含めて記載している（上記⑩参照）。

2．�非上場株式および出資金等（連結貸借対照表計上額
41,946百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャ
ッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を
把握することが極めて困難と認められるため、「④投
資有価証券」には含まれていない。

５．賃貸等不動産に関する注記
（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社および一部の連結子会社では、東京都その他の
地域において、賃貸用の工場・倉庫（土地を含む）等
を有している。

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価
51,666 111,495

（注）1．�連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計
額および減損損失累計額を控除した金額である。

2．�当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社
外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価に基づく金
額、その他の物件については一定の評価額や適切に市

場価格を反映していると考えられる指標に基づいて自
社で算定した金額である。ただし、直近の評価時点か
ら一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考
えられる指標に重要な変動が生じていない場合には、
当該評価額や指標を用いて調整した金額によってい
る。

６．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額� 3,388円41銭
１株当たり当期純利益� 351円72銭

７．重要な後発事象に関する注記
該当事項はない。

８．その他の注記
（減損会計に関する注記）
　当社の資産のグルーピングは事業の種類別セグメン
トを基準に行っている。ただし、賃貸用資産、重要性
のある遊休資産および処分予定資産については、個々
の物件を１つの単位としてグルーピングしている。
　連結子会社は原則として事業会社を１つの資産グ
ループとし、重要性のある会社は管理会計上の区分等
をもとに資産をグルーピングしている。ただし、重要
性のある賃貸用資産、遊休資産および処分予定資産に
ついては個々の物件を１つの単位としてグルーピング
している。
　その結果、以下のとおり、土地の時価の著しい下落
等により収益性が低下した事業用資産、賃貸用資産お
よび将来の使用が見込まれない遊休資産について、そ
れぞれ帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少
額1,101百万円を減損損失として特別損失に計上して
いる。
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（単位：百万円）

用　　途 場　　所 種　　類 減損損失

事業用資産 埼玉県熊谷市
他

建物及び構築物、
機械装置及び運搬
具、土地等

223

賃貸用資産 千葉県東金市
他 土地 196

遊休資産 北海道北斗市
他

建物及び構築物、
機械装置及び運搬
具、土地等

681

※用途ごとの減損損失の内訳
（単位：百万円）

用　　途 内　　　　訳

事業用資産 建物及び構築物30、機械装置及び運搬具151、
土地16、その他25、計223

賃貸用資産 土地196、計196

遊休資産 建物及び構築物60、機械装置及び運搬具2、
土地296、その他323、計681

　回収可能価額は正味売却価額と使用価値のいずれか
高い額により測定している。
　正味売却価額による場合は、不動産鑑定評価基準等
をもとに合理的な調整を加えて算定している。
　使用価値による場合は、将来キャッシュ・フローを
５％で割り引いて算定している。
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株主資本等変動計算書
（単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・
換算差額等
合計資本準備金 その他

資本剰余金
資本剰余金
合計

その他
利益剰余金
（注）

当期首残高 86,174 42,215 14,061 56,276 136,080 △�10,586 267,943 6,611 6,611 274,554
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △� 9,925 △� 9,925 △� 9,925
当期純利益 16,656 16,656 16,656
自己株式の取得 △� 5,026 △� 5,026 △� 5,026
自己株式の処分 0 0 0 0 0
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） △� 992 △� 992 △� 992

事業年度中の変動額合計 ― ― 0 0 6,731 △� 5,026 1,705 △� 992 △� 992 713
当期末残高 86,174 42,215 14,061 56,276 142,811 △�15,613 269,648 5,618 5,618 275,267

（自�2018年４月１日�至�2019年３月31日）

（単位：百万円）

その他利益剰余金

探鉱準備金 固定資産
圧縮準備金 繰越利益剰余金 その他利益剰余金

合計

当期首残高 261 16,674 119,144 136,080
事業年度中の変動額
探鉱準備金の取崩 △� 72 72 ―
探鉱準備金の繰入 79 △� 79 ―
固定資産圧縮準備金の取崩 △� 512 512 ―
剰余金の配当 △� 9,925 △� 9,925
当期純利益 16,656 16,656
事業年度中の変動額合計 7 △� 512 7,236 6,731
当期末残高 269 16,161 126,380 142,811

（注）その他利益剰余金の内訳は以下のとおりである。

010_0639510091906.indd   9 2019/05/24   17:01:08



10

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準および評価方法
①　有価証券の評価基準および評価方法
イ．子会社株式および関連会社株式

移動平均法による原価法
ロ．その他有価証券
ａ．時価のあるもの

期末日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時
価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）

ｂ．時価のないもの
移動平均法による原価法

②　デリバティブの評価方法
時価法

③　たな卸資産の評価基準および評価方法
移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価
切下げの方法）

（2）固定資産の減価償却の方法
①　�有形固定資産（除く鉱業用構築物・原料地・リース資産）

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得
した建物附属設備および構築物については定額法に
よっている。

②　有形固定資産（鉱業用構築物・原料地）
生産高比例法

③　無形固定資産（除く鉱業権・ソフトウェア）
定額法

④　無形固定資産（鉱業権）
生産高比例法

⑤　無形固定資産（ソフトウェア）
社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

⑥　�リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引
に係るリース資産）
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保
証がある場合は、残価保証額）とする定額法

（3）引当金の計上基準
①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一
般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上している。

②　賞与引当金
従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を
基準として計上している。

③　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に
おける退職給付債務および年金資産の見込額に基づ
き、当事業年度末において発生していると認められ
る額を計上している。
数理計算上の差異および過去勤務費用について
は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期
間内の一定年数（10年）による定額法により按分
した額を、前者は発生の翌期から、後者は発生の期
から費用処理している。
なお、当事業年度末において認識すべき年金資産
が、退職給付債務から数理計算上の差異等を控除し
た額を超過しているため、前払年金費用として計上
している。
また、保有する株式の一部を拠出して退職給付信
託を設定している。

④　債務保証損失引当金
関係会社への債務保証に係る損失に備えるため、
被保証者の財政状態等を勘案し、当事業年度末にお
ける損失見込額を計上している。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
計算書類において、未認識数理計算上の差異および
未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連
結計算書類と異なっている。貸借対照表上、退職給付
債務に未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務
費用を加減した額から、年金資産の額を控除した額を
前払年金費用に計上している。

個別注記表
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（5）消費税等の会計処理
税抜方式によっている。

（6�）当計算書類は、金額は百万円未満を切り捨てて表示して
いる。

（7）表示方法の変更
貸借対照表
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業
会計基準第28号　平成30年２月16日）に伴う、「会
社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省
令」（法務省令第５号　平成30年３月26日）を当事業
年度から適用し、繰延税金負債は固定負債の区分に表
示している。

２．貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産および担保に係る債務

該当事項はない。
（2）有形固定資産の減価償却累計額� 660,205百万円
（3）保証債務残高� 22,588百万円
（4）期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日
をもって決済処理している。
なお、事業年度末日が金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形が期末残高に含まれている。
受取手形� 7,210百万円
電子記録債権� 1,485百万円

（5）関係会社に対する金銭債権および金銭債務
短期金銭債権� 33,186百万円
長期金銭債権� 35,559百万円
短期金銭債務� 35,866百万円
長期金銭債務� 2,493百万円

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高� 102,299百万円
仕入高� 103,395百万円

営業取引以外の取引による取引高� 6,486百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類および株式数
普通株式� 4,421,453株

５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳
①　繰延税金資産

貸倒引当金� 7,408百万円
賞与引当金� 609百万円
退職給付引当金� 6,259百万円
関係会社株式等評価損� 11,466百万円
ゴルフ会員権評価損� 190百万円
減価償却費� 239百万円
減損損失� 5,301百万円
事業構造改革費用� 2,704百万円
その他� 3,934百万円
繰延税金資産　小計� 38,113百万円
評価性引当額� △�29,785百万円
繰延税金資産　合計� 8,328百万円

②　繰延税金負債
探鉱準備金� △� 118百万円
固定資産圧縮準備金� △� 7,132百万円
資本取引に係る為替差損益等� △� 526百万円
その他有価証券評価差額金� △� 2,479百万円
その他� △� 361百万円
繰延税金負債　合計� △�10,619百万円

繰延税金負債純額� △� 2,290百万円
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６．関連当事者との取引に関する注記
（単位：百万円）

属性 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（注６） 科目 期末残高
（注６）

子会社 株式会社清澄ゴルフ倶楽部 所有
直接 100％

預託金の預け
入れ
役員の派遣

預託金預け入
れ（注１） ― 投資その他の資産の

「その他」（注２） 13,304

子会社 市原エコセメント株式会社 所有
直接 100％

資金の援助
役員の派遣

資金の貸付
（注１） ― 投資その他の資産の

「その他」（注２） 9,100

子会社 カルポルトランド株式会社 所有
間接 100％

債務の保証
役員の派遣

債務保証
（注３） 8,254 ― ―

子会社 大船渡発電株式会社 所有
直接 65％

債務の保証
役員の派遣

債務保証
（注４） 7,605 ― ―

子会社 ティーシートレーディング株式会社
所有
直接
間接

69.3％
5.8％

当社製品の
販売
役員の派遣

当社製品の
販売
（注５）

23,288 売掛金 6,003

取引条件および取引条件の決定方針等
（注１）� これらの会社への資金の貸付等は無利息で行っている。
（注２）� これらの会社への貸付金等に対し、合計19,852百万円の貸倒引当金を計上している。
（注３）� 前受金に対して債務保証を行っている。
（注４）� 金融機関からの借入金に対して債務保証を行っている。
（注５）� 当社製品の販売については、市場価格等を参考に決定している。
（注６）� 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。

７．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額� 2,243円８銭
１株当たり当期純利益� 134円48銭

８．重要な後発事象に関する注記
該当事項はない。
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